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0 1 問題の所在 
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『일본과 서구의 식민통치 비교』선인。 



































21 Caprio, Mark．2009、Japanese Assimilation Policies In Colonial Korea, 1910-1945 
   University of Washington Press、Seattle London. 
22 鄭在哲、2014、佐野通夫（編）『日帝時代の韓国教育史―日帝の対韓国植民地教育政策史』、皓星社。 















































1930 年代まで、つまり第 2 次大戦開始前までと設定した。この時期を研究対象に設定した






0 4 研究の方法と構成 
この研究は、従来の朝鮮総督府の朝鮮統治政策史の研究の枠組を超えるものではない。
ただし、本論文は検討対象期間を、日本政府の対外政策が西欧列強との協力体制から離脱
した契機とされる 1931 年の満州事変までの時期に主に焦点を置き、19 世紀～1930 年代ま
でを研究範囲に設定した。その理由は、第 2 次世界大戦後、連合国が極東裁判で、日本の













27 Ku, Daeyeol. 2003, “Korean International Relations in The Colonial Period and The  
Question of Independence". In Critical Readings on the Colonial Period of Korea  








































































第 1 章 日韓併合に至るまでの国際情勢と日本の朝鮮政策 





































29 吉野誠、2002『明治維新と征韓論―吉田松陰から西郷隆盛ヘー』、明石書店、57 項。 
30Caprio, Mark. 2020, “To Adopt a Small or Large State Mentality: The Iwakura Mission and Japan’s Meiji-era Foreign 
Dilemma.” The Asia-Pacific Journal, Issue 20  Number Article ID 5497, Oct 15, 2020. 
31 前掲､Caprio, Mark, 2020, 11～14 項。 














1 2 日韓併合の系譜；征韓論 









33 万国公法、ヘンリー・ホイ―トン（Henry Wheaton）著『Elements of International (1836)』は、東アジアでは、ア





















































































































































1 3 壬午軍乱と甲申政変の顛末 
1 3 1 朝鮮改革と日清対立 

























































60 Conroy, Hilary. 1960,The Japanese Seizure of Korea、1868-1910：A Study of Realism and Idealism in International 









1 3 2 国際社会の反応と動向 
日本軍の朝鮮派兵と滞留の状況について、ロシア界新聞ジュルナル・ド・サン・ペテルス
ブール（1894 年 7 月 3 日）は、「たとえ朝鮮国民が税制に苦しんでいることを認めたとして
も、それが彼らのために軍事介入する理由になるだろうか」と疑問視している。61また、ロ
シアだけでなく、英国のタイムズ紙（1894 年 7 月 3 日）も、「支那は属国朝鮮で大いに必要
とされる改革にあくまで反対することはないだろうし、⾧期的に見れば日本も、守旧的であ
っても御しやすい国王の不興を買ってまで朝鮮改革を執拗に主張することはないだろう」




















62前掲書、杵淵信夫、1995、78 項。  









1 4 日清戦争と日露戦争の一過程 








































1 4 2 日本の戦勝と三国干渉 





































さらに、1896 年 1 月 31 日ノース・チャイナ・ヘラルドは、「全世界は今や日本の公使は、
信任状を携えた国の宮廷で、王妃殺害の陰謀を成功裏に企て、処罰されずに実行し得ること







1896 年 2 月以後、日露間には様々な交渉が行われたが、「京城議定書」、「山県＝ロバノフ協
定」74等は、ロシアの朝鮮での政治的優位を示す一方で日本は朝鮮で現有する電信装置の維
持など一部の権利を確保するものに過ぎなかった。 










こり得たが、1895 年から 1896 年の日本の朝鮮での政治優位からの後退も、東学農民運動
 































































1903 年 12 月に閣議で、「韓国に関しては、如何なる場合に臨むにも実力を持って我が権勢
の下に置くべし」と方針を決めた。84 


















そして、日米間では、1905 年 7 月「桂・タフト（William Howard Taft）条約」が締結さ
れ、フィリピンに対するアメリカの支配権と日本の朝鮮支配権が承認された。このように、
列強間の合意を背後に、1905 年 11 月に、保護条約締結の使命を担った特派大使の伊藤博文
は、憲兵を帯同し、第 2 次「日韓協約」86を締結し、朝鮮は日本の保護国となった。87 




























86前掲、日本外交年表並主要文書（上）252 項で第 2 次「日韓協約」の全内容を参照できる。 
87森山茂徳、1992、『日韓併合』、吉川弘文館。 
88前掲、吉野誠、2002。 
89 内川芳美・宮地正人（監）、『外国新聞に見る日本』第 4 巻、毎日コミュニケーション、244 項。 
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第 2 章 第 1 次世界大戦前の国際社会の動向と日本の朝鮮政策 
2 １ はじめに  














れた。90他にも、1902 年の第 1 回日英同盟締結の際に、第 1 条で「清帝国及韓帝国ノ独立
ト領土保全トヲ維持スルコト」と明記されているなど、国際政治において、日本は朝鮮の独
立の維持を公言し確約している。 












90 井上清、1968、『日本帝国主義の形成』岩波書店、37 項。 
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2 2 東アジアにおける列強の動向と日本の朝鮮政策 




































倍に値する 17 億 2000 万円に達していた。このために、日本国内で、非常かつ特別に大増
税が行われた。この増税は 2 回にわたり、地租増徴をはじめ、営業税、所得税、酒税などの、































95 内川芳美・宮地正人（監）、『外国新聞に見る日本』、第 3 巻、下参照。 
96 前掲書、内川芳美・宮地正人（監）、参照。 

































けたためである。こうしたロシアの条約に不服そうな一面が、1906 年 6 月 26 日のロシア
紙、ノーヴォエ・ヴレーミャに表れている。その内容は、「朝鮮との戦争に勝つどころ
 
98 日本外交年表並主要文書（上）、1965，229 項。 
99 吉田和起、1966，13 項。 



































101 前掲、内川芳美・宮地正人（監）、39 項。 
102 前掲書、森山茂徳、1992、207 項。 
103 前掲書、森山茂徳、1992。 
104 前掲､内川芳美・宮地正人（監）、36 項～39 項。 




































106 成瀬恭、1978、『日本外交年表並主要文書（上）』、原書房，229 項。 
107 前掲、内川芳美・宮地正人（監）、参照。 
































      





109 前掲書、成瀬恭、1978、261 項。  








































































































































































































策ナリトス」と明確に、対朝鮮政策の究極的な目的が併合であることを言明した。133        















































2 3 日英同盟と朝鮮政策 











帯びていたが、1840 年のアヘン戦争や 1857 年のアロー戦争によって、英国は中国におけ
る通商的勢力の浸透を目論んだ。こうした英国の中国における政策は、中国に自由貿易の
活路を開くことはできたが、中国の豊かな資源などによる自給自足経済体制を破壊するこ





















































クローマー（Evelyn Baring 1st Earl of Cromer）144 は、インド総監の地位と外務大臣の




































































149 前掲、ジョージ＝ネ―デル・べりーサイド（編）、1988。    























して、1877 年から 1907 年にわたって全権力を掌握し、破綻していた財政を立て直し、教
















































































2 3 5 武断政治の性格 
 寺内が行った朝鮮統治は、日本の対外政策の基本路線を忠実に遂行していたと見ること 





157 森山茂徳、1991、「日本の朝鮮統治政策（一九一〇 一九四五年）の政治史的研究」、『法政理論」第 23 巻、第
3・4 号参照。 
158 伊藤のロシア訪問は、表向きは東清鉄道の一部を南満州鉄道へと移管する交渉のためであったが、巷では、ロシア
に朝鮮併合の最終確約をもらうためであったとささやかれていたとされる。前掲、内川芳美・宮地正人、第 4 巻 本


























































   
  国土は戦争遂行のためにという口実の下に、日本軍によって収奪された。数か月 
  以内に、その大部分は、日本人の建築業者や商人に払い下げられ、日本人居留地が 
  その土地の上に成⾧したのである。このような土地の略奪こそ、弱小国民に対して 
  考え得るもっとも暴虐な圧政の一つである。それはまさに、これまで繁栄していた 












166 吉野作造、松尾尊兊（編）1970、『中国・朝鮮』東洋文庫 161、平凡社。 
167 吉野作造、松尾尊兊（編）1970。 
168 結局、後に、日本は京釜・京義線の敷設に日本の資金を 0 円も費やさずに、所有することができたとされる。その



























































2 4 教育の植民地性 
























































181 梅根悟。1969、『西洋教育思想史』､誠文堂新光社、50 項引用。 
182 前掲、梅根悟、50 項。 
183 前掲、梅根悟、1969 参照。 
184 前掲、梅根悟、1969 参照。 
















小学校・中学校・大学の 3 段階で、小学は上等・下等小学各 4 年、計 8 年制で、すべての児
童が入学する学校とした。そして、小学を修了した者の中から選ばれた者が入学する中学校


















186 佐藤環、2013、『日本の教育史』、あいり出版、80 項。 
187 沖田行司、1992、『日本近代教育思想史研究―国際化の思想系譜―』、日本図書センター、100 項引用。 

























   












191 海後宗臣、1981、『梅後宗臣著作集 第十巻 教育勅語成立史研究』、東京書籍 参照。 




































193国立教育研究所、『日本近代教育百年史 第一巻』、教育研究振興会 参照。 
194 国立教育研究所、『日本近代教育百年史 第一巻』、教育研究振興会 参照。 
195 前掲、沖田行司、1992、参照。 



















































































































209 金奎昌、1981、「日帝下 言語教育と学制との政策的関連構造に関する研究 1911 年代朝鮮教育令（旧教育令）を























と実業教育に主力していたことである。エジプト総督であったクローマー（Evelyn Baring  












210 阿部洋、朝鮮教育、「植民地の教育に就いて」､『東洋時報』、250～263 項。 
211 阿部洋（編）、1999、『近代日本のアジア教育認識・資料編「韓国の部」』第 6 巻、龍渓書舎。 


















いた。米国領のフィリピン人に対する学制は、小学校 4 年、中学校 3 年、高等学校 4 年、
その上にカレッジがあって、授業年限は専門によって各々異なっていたとする。それに小
















215 前掲、阿部洋、1999、259 項。 
216 前掲、 阿部洋、1999、参照。 




















育年限 4 年、高等普通学校 4 年、実業学校 2 年または 3 年、専門学校は 3 年または 4 年と
し、全過程の教育年限が 11 年から 12 年になった。朝鮮に居住する日本人のための教育制
度は、本国の制度に準拠していたが、その小学校 6 年、中学校 5 年、専門学校 4 年、大学










218 小沢有作、1967、『民族教育論』、明治図書出版 参照。 
219 大野謙一、1936、『朝鮮教育問題管見』、朝鮮総督府学務課 60 項引用。 
220 나카바야시히로카즈、2015、「조선총독부의 교육정책과 동화주의의  








くなっていた。普通学校における朝鮮語の 1 週間の授業時間数は 5～6 コマ、国語（日本語）





私立学校は 1911 年の時点で、宗教系と一般系合わせて 1467 校あり、男子 52,089 人、女子
5,534 人が在籍していた。しかし、日韓併合から 10 余年後には、宗教系・一般系を合わせ





し、こうした私学の縮小を図った施政にもかかわらず、書堂の数は 1911 年の 16,540 ヶ所
から 1919 年時点には 23,369 ヵ所まで増え、260,975 人の児童が学んでおり、この数は同時

















































223 高大勝、2001、『伊藤博文と朝鮮』社会評論社、141 項。 




















    
第 3 章 第 1 次世界大戦後の国際秩序体制の変遷と朝鮮政策 
























3 2  第 1 次大戦の様相と国際政治の変化 

























228 三宅立、1995、「第一次世界大戦の構造と性格」、『講座世界史 5 強者の論理 帝国主義の時代』、歴史学研究
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3 2 2 日米関係の様相  
 米国が、国際政治上の表舞台で著しく存在感を示したのは、第 1 次世界大戦後ウィルソ





































































266 前掲、内川芳美・宮地正人（監）、本篇 上 
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269Ku, Daeyeol、2013、“Korean International Relations in The Colonial Period and The  
Question of Independence". In Critical Readings on the Colonial Period of Korea  
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協力した。 
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当時の世論の状況は、1919 年 3 月から 1920 年 9 月まで米国で発刊されていた新聞、雑









287 ⾧田彰文、2013、『世界史の中の近代日韓関係』慶応義塾大学出版会、110～117 項。 
288 前掲、Ku、Daeyeol、2003、参照。 
289 李錬、2002、『朝鮮言論統制史―日本統治下朝鮮の言論統制』信山社出版、244 項。  
290 近藤釼一（編）、1970、『斎藤総督の文化政治』、友邦協会、316 項。 







































































295 前掲、近藤釼一（編）、1970，240～245 項。 
296 前掲、近藤釼一（編）、1970。 
297 前掲、近藤釼一（編）、1970。 
298 前掲、アルフレッド・コバン、栄田卓弘（訳）、1976 191～192 項。 
299 前掲、アルフレッド・コバン、1978。 


























































































3 3 2  3・1 運動と日本の対応 











さらに、4 月 4 日の日記には、朝鮮の状況がより悪くなっていることを窺わせる状況が記
され、山県政務総監の電報から推察すると、かなり事態は悪くなっており、原は⾧谷川総督
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3 3 3 文化政治の概要 







321原奎一郎、（編）、2000、『原敬日記 第五巻 首相時代』福村出版。 
86 
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その改正の具体案 15 項目を「朝鮮統治私見」（下）で示した。 
ここで、原の根本的な植民地統治観を考慮しながら、「朝鮮統治私見」（下）を検討し、「内































































































































見える。例えば、原の日記 1919 年 9 月 17 日、朝鮮軍司令官、宇都宮中将の訪問をうけて
の談話の要領は、「朝鮮人の独立思想は根底深く之を軽視すべからず、朝鮮駐屯軍は過少な
り、内地の割合より打算し増兵の必要あり」としている。336 



































3 4 おわりに 































延⾧主義」を軸にした制度改正が全面的に押し出されたことを明らかにした。   





第 4 章 文化政治の諸相 
4 1 はじめに 
 第 1 次世界大戦前は、武力行使による帝国主義の対外膨張行為が植民地政策にも反映さ
れ、抑圧的で極端な自由の制限の傾向が表れていた。しかし、戦後の自由主義的思想の広
まりによって、諸列国の植民地統治政策にも、多少緩和された政策が構想されていた。 
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いた」、と記した。345    































4 2 1  文化政治の成立と實相 
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4 3   教育改正の実相 
4 3 1  第 1 次大戦後の内地日本の教育  
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4 3 2 「内地延⾧主義」の朝鮮教育改正の実体  
































とは同化教育に適用された。それは、国語教育によく表れており、1922 年の第 2 次朝鮮教
育令の時に、朝鮮語は必修科目になっていたが、普通学校においての朝鮮語の授業時間が全


















し、修業年数が 6 年制になれば、歴史を教えることにする、と説明していた。367 




しかし、文化政治の教育改正に伴って、第 2 次朝鮮教育令では、その第 2 条が外される
 
365 『子爵斎藤実伝』第 2 巻、 428 項。 
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4 3 3 朝鮮人の教育受容 
文化政治期の改正された第 2 次朝鮮教育令下の教育の内質は、旧教育令の時より改善さ
れたとは言えないものであった。しかし、それにも関わらず、朝鮮人の官公立の普通学校
の学生数は 1920 年から急激な増加の気勢を見せ、書堂は 1921 年から減少しはじめる現象
が起きていた。1911 年から 1919 年時点に書堂は 23,369 ヵ所まで増え、260,975 人の児童
が学んでおり、この数は同時期における官公立普通学校の生徒の数 121,102 の 2 倍以上で
あった。 
このような状況が、1923 年には、公立普通学校の学生が 29 万 3318 名、書堂の学生数
は 25 万 3318 名となり逆転した。372 このような現象は、入学志願者を受容できる学校設
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表 1  普通学校の年度別、入学生、退学生、卒業生374 
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4 4 自決権と参政権問題 





















 英国が 18 世紀にインドを征服して以来、インドは大英帝国の経済的・防衛的（軍事
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ル」目的で、結社を組織したもの等を最高刑懲役 10 年に処するとする法律であった。396 
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第 5 章 国際情勢と同化政策の変遷 
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しかし、同化政策に無関心であるかに見えた寺内が、1915 年 10 月に、朝鮮の位置に関
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治に「成功」したという認識からであると論じているが、筆者は異なる見解を持っている。1915 年、中国に 12 箇
条を要求したことによる対外政策変化によるものであると見るのが妥当であると考えられる。 
420 前掲、尹健次、1982，430 項 
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それは、1914 年、第 1 次世界大戦が勃発し、戦争の最中、東アジアにおける列強の勢力
が真空状態になっていたことであった。日本帝国の中国大陸進出政策に対して折に触れ干
渉していた西欧の勢力が不在のこの機会を、千載一遇の好機と捉えた大隈内閣は、1915 年
1 月 18 日に「21 箇條要求案」を袁世凱中国政府に要求した。このような中国政策は、地
理的に近接な位置にあった朝鮮政策に直接影響を与えた。このことは、当時の朝鮮総督府
憲兵司令官であった立花小一郎の日記に明確に示されている。424 

















423 나카바야시히로카즈、2015、「조선총독부의 교육정책과 동화주의의 변천」、『한국교육사학』No,4, 박사논문, 
연세대학교 대학원。78 項、学第 1369 号政務統監発各道⾧官宛『普通学校教育の改善に関する件』の再引用。 
424 이형식, 2012,『朝鮮憲兵司令官 立花小一郎과 무단통치-「立花小一郎日記」를중심으로-』,고려대햑교 
민족문화연구원、267 項～304 項。 
425 이형식, 2012,『朝鮮憲兵司令官 立花小一郎과 무단통치-「立花小一郎日記」를중심으로-』,고려대햑교 
민족문화연구원、267 項～304 項 



































427 前掲、ナカバヤシ（나카바야시）、2015，69 項～83 項 
428 前掲、姜東鎮、1984，164 項～172 項。 
429 前掲 、姜東鎮、1984，173 項～174 項。 




































431 寺内正毅「各道内務部⾧にたいする訓示」明治 45 年、小沢有作、1967、再引用。 
432 前掲、尹健次、1982，427 項。 




































435 Robinson, Michael E. 2007, Korea’s Twentieth-Century Odyssey, University of Hawaii Press. 69 項。 
436 前掲、Michael E.Robinson,2007, 69 項。 
437 이나미,2004,『 일제의 조선지배 이데오로기-자유주의와 국가주의-』 「일본과 서구의 식민통치 비교」,강만길 
외, 선인, 106 項～107 項。 
438 前掲、Robinson, Michael E、2007、69 項～71 項。 



































440 Todd A Henry, 2013、Assimilating, Seoul -Japanese Rule and the Politics of Public Space in Colonial 
Korea,1910-1945、University of California Press. 33 項～34 項。 
441 前掲、Todd A Henry, 2013 , 93 項。 
442 前掲､Todd A Henry, 2013 , 98 項～116 項。 
443 前掲、Todd A Henry, 2013、98 項～116 項。 



































それは、文化政治が掲げていた差別の是正から、16 年も経った 1936 年の時点において
も、「…朝鮮で生まれた朝鮮人故に、日本人より成績が良くでも、日本人より就職が 1 年
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